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研究成果の概要（和文）：最大加速度値の大きな強震地震動の動特性と高加速度の地震動が建築

構造物に入力する際の時間差を考慮した場合の時間差に対する応答の変動について、高加速度

強震地震動データベースを作成し、数値解析によって弾性・弾塑性の応答の低減効果を定量的

に評価した。大きな最大加速度を有する地震動は短周期成分が卓越する傾向を有すること、な

らびに建築構造物の応答では入力の時間差を大きく取るほど応答が低減する傾向が認められた。 
 
 
研究成果の概要（英文）：Herein the study, first we examine the dynamic response properties 
of the so-named exceptional strong ground motions having high peak ground accelerations 
(PGAs), using a set of recorded motions, the PGAs of which fall in the range greater than or 
equal to 0.5 in G.  Secondly we evaluate response losses of a building structural system 
when the time differences of input excitation are included among the multi-supporting 
foundations of the system.  We have reached the conclusive remarks that the so-named 
exceptional strong ground motions with high PGAs will generally have dominant periods of 
motion in short period ranges, and that the greater the time differences of input excitation 
for the system are taken, the lesser the responses of structural system are yielded when 
compared to those with uniform input excitation. 
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陸地震と地震が連なって発生し、我々の生活
基盤を構成する建築構造物に損傷・損壊を与
えてきていた。 
 これらの地震では、整備された強震観測網
によって多数の地震動記録が採取されてお
り、得られた記録の中には地動加速度の最大
値が 0.5G（G は重力加速度）を超える記録が
多数認められている。一例として、2008 年 6
月の宮城県北部を発震域とする岩手・宮城内
陸地震では震源近傍の一関西観測点に於い
て鉛直方向を含めた合成加速度の最大値が
4G に相当する大きさの地震記録が得られた。 
 その一方、建物を含めた構造物の損壊は、
記録が得られた地点の周辺を含め、一つの指
標として挙げられる最大加速度（Peak Ground 
Acceleration: PGA）で表される地震動の強
さと構造物の損壊の関係は、十分に説明する
ことができない状況である。 
 これは、一つには地震の強さの指標値とし
てとらえられてきた最大加速度値が必ずし
も建築構造物の損傷を表現し得る強さの指
標ではないこと、関連して大きな加速度値を
励起する地動の短周期成分が構造物の損傷
にともなう非線形化に大きな影響を及ぼさ
ないこと、ならびに地動が建築構造物に入力
する際において、特に波長の短い短周期成分
に対して入力損失の効果があることなどが
考えられる。 
 これらの背景を踏まえ、最大加速度値の大
きい高加速度の強震地震動の動特性を明ら
かにするとともに、これらの高加速度強震動
が建築構造物の応答に及ぼす影響について、
主眼を強震地震動が構造物に入力する際の
損失効果とそれに伴う応答低減効果につい
て、その効果を定量的に明らかにすることに
動機を据えた。 
 
２．研究の目的 
(1) 1995年兵庫県南部地震を契機として強震
地震観測網の整備が進められた 2000 年以降
において我が国で発生した地震において、観
測記録の最大加速度値の大きい地震動波形
を収集し、高加速度強震動データベースを構
築し、今後の大きな加速度を有する地震動が
建築物等の構造物の地震時応答を評価する
際の基礎資料を作成する。 
 
(2) 高加速度強震動の卓越周期等の地震動
波形としての動特性ならびに建築構造物の
弾性・弾塑性の応答と地震動波形の”強さ”
のパラメータとしての最大加速度、最大速度
の値の相関性の検討より定められる動特性
を、高加速度強震動データベースを用いて明
らかにする。対象とする建築構造物は、固有
周期が 0.2 秒から 0.8 秒程度の範囲内の短・
中周期域の構造物を主体に据える。 
 

(3) 高加速度強震動が建築構造物に入力す
る場合の構造物の規模、特に平面の形状規模
によって想定される入力損失による応答低
減の効果を、建築構造物をモデル化した系に
入力時間差を設定した地震応答解析により
定量的な評価をシミュレーション解析によ
り試みる。 
 
３．研究の方法 
(1) 大きな加速度を有する高加速度強震地
震動のデータベースを構築する。 
① 収集対象としては、（独）防災科学技術研
究所が管理する K-Net、Kik-Net システムに
より採取された国内で得られた地震動観測
波形を中心とし、米国、台湾、中国等の国外
で得られた地震動波形を含める。対象とする
強震動記録は水平成分とし、記録波形の最大
加速度値が 0.5G（G は重力加速度）以上の地
震動波形を高加速度強震地震動と定義する。 
② 高加速度強震地震動データベースに発震
機構のデータを割り付ける。発震メカニズム
としては地震調査研究推進本部地震調査委
員会より提示されている地震カテゴリーに
よる分類を行い、海溝のプレート境界地震
（カテゴリーⅠ）、海溝のプレート内地震（カ
テゴリーⅡ）、および陸域の活断層による地
殻内地震（カテゴリーⅢ）に分類する。 
 
(2) 高加速度強震地震動データベースを利
用し、大きな加速度を有する地震動が建築構
造物の弾塑性応答に及ぼす影響を検討する。 
① 構造物の弾塑性応答に及ぼす高加速度強
震動の動特性パラメータの支配的な要因を
検討する。 
② 高加速強震地震動が建築構造物に過大な
応答を励起するかどうかを検証することを
目的とし、弾塑性応答が規定する塑性率を励
起する入力地震動の大きさを逆算し、入力に
用いた高加速度強震地震動の最大加速度と
の相関性／相関度を解析する。 
 
(3) 地動が建築構造物に入力する際の短周
期成分波形の入力損失を、応答解析によって
把握する。構造物が平面的な拡がりを有し、
複数の基礎で地盤に支持される状態をモデ
ル化する。多点支持される構造物に時間差を
有した地動入力を与え、入力動の時間差によ
る損失効果より算出される応答低減を求め、
高加速度入力時の応答低減効果を評価する。 
① 基礎への時間差入力を単純化し、基礎の
各支持点に同一の時間差を与えて地動を入
力し、構造物を弾性・弾塑性としたモデルの
地震応答解析を行い、応答低減を検討する。
② 基礎の各支持点にランダム変数で規定さ
れる時間差を与え、地震応答解析により応答
低減を評価する。評価は、サンプル数を 20
ととり、解析モデルに求められる平均と変動



 

 

係数により定量的に試みる。 
 
４．研究成果 
(1) 高加速度強震地震動のデータセット 
①加速度波形の最大値（以下、PGA と略記）
の大きい地震動を対象とする。本論では、PGA
が 0.5G（G は重力加速度）以上の地震動を高
加速度強震地震動とした。（独）防災科学技
術研究所が管理する K-Net、Kik-Net データ
ベースより、1997 年 1 月から 2009 年 8 月迄
の期間の観測データより高加速度強震地震
動データベースを作成した。なお、各観測記
録は 3成分より構成されるが、本論では、水
平地動成分に着目し、水平の 2成分の加速度
波形を取りあげることとした。 
 構築したデータセットのサンプル数は 140
であった。地震と抽出サンプル数を表１にま
とめる。表中の地震カテゴリーは、地震の発
生タイプを表し、地震調査研究推進本部地震
調査委員会による分類により、海溝のプレー
ト境界で生じる地震（プレート境界地震：カ
テゴリーⅠ）、海溝のプレート内で生じる地
震（プレート内地震：カテゴリーⅡ）と内陸
の活断層により生じる地震（活断層地震：カ
テゴリーⅢ）に対応する。 
 2011年3月に発生した東北地方太平洋沖地
震時に得られた高加速度強震地震動のサン
プル数等について表２にまとめる。 
②解析対象とする高加速度強震地震動デー
タセットと対照し、高層・免震構造建築物等
の時刻歴応答解析によって耐震性能を検証
する際に基準地震動的に用いられている米
国 El Centro 波形（1940）、Taft 波形（1952）、
我が国八戸港湾波形（1968 年十勝沖地震）と
東北大学建設棟波形（1978 年宮城県沖地震）
の 4記録波形の水平成分計 8波形を既往観測
地震動波形セットとして選定した。 
 
表１ 高加速度強震地震動データセットを 

構成する地震名とサンプル数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２ 2011 年東北地方太平洋沖地震時の高加
速度強震地震動データセットのサンプル数 

 
 
 
 
 
 

 
 
(2) 高加速度強震地震動の周波数特性 強
震地震動の加速度波形が調和関数により一
次近似できるものとし、波形の最大加速度値
（PGA）と最大速度値（以下、PGV）の２量に
より下式を用いて地震動の卓越周期成分（To）
を算定する。 
 
     (1) 
 
図１に高加速度強震動データセットの PGAと
PGV の相関を、地震カテゴリーをパラメータ
として示す。図中の 3直線は、地震カテゴリ
ー別のデータセットに定められる原点を通
る回帰直線である。回帰直線の傾きは、式(1)
に示す To/2 に対応する。図２に PGA を独立
変数にとり、直接的に式(1)の To を従属変数
とした結果を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 高加速度強震地震動の 
最大加速度と最大速度との相関． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 高加速度強震地震動の 
最大加速度を変数とする卓越周期． 

 
(3) 高加速度強震地震動による建物の応答 
①建物のモデル化 １自由度の１質点振動
系にモデル化する。復元力特性は Tri-linear
型とし、履歴特性は鉄筋コンクリート構造の
弾塑性履歴を表現するとされている武田モ
デルを採用する。振動モデルを規定するパラ
メータのうち、系の降伏強度は単位質量当た
り 0.3G の大きさとする。 
②建物の応答 中低層の鉄筋コンクリート
造建築物を対象とする固有周期を 0.4秒とし
た系の応答を図３に示す。図３.(a)は、横軸
に入力地震動の最大加速度値（PGA）、縦軸に
系の弾塑性応答を塑性率により表記する。図
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３.(b)は、横軸の変数を地動の最大速度値
（PGV）をとり、応答塑性率を表記する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)入力地動の最大加速度値と応答塑性率. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)入力地動の最大速度値と応答塑性率. 

図３ 高加速度強震地震動による建築構造物
の弾塑性応答：系の周期=0.4 秒； 

系の降伏強度=0.3G． 
 
 図３より読み取れる弾塑性応答特性は以
下にまとめられる：(a)高加速度強震地震動
は、必ずしも建築構造物に大きな弾塑性応答
を生じさせない；(b)入力地震動の大きさと
系の弾塑性応答の相関を検討すると、PGA と
応答の相関は低く、PGV と応答の相関は高い。 
③設定する塑性率の応答を励起する地震動
の大きさ 建築構造物に励起される弾塑性
応答を規定し、対象の系に規定の応答を生じ
させるに必要な入力地震動の大きさ（PGA’）
を算定する。この解析は、系に入力する地震
動を定め、系の応答を算定する過程の逆過程
を行う作業で、建築構造物の応答に及ぼす高
加速度強震地震動の“破壊力”を解析する
ことを目的におく。解析パラメータとして、
建築構造物系の弾性時固有周期を 0.2、0.4
と 0.8 秒、系に規定する応答塑性率を 1.0、
2.0 と 4.0 を設定する。 
 図４.(a)から図４.(c)に、系の固有周期が
0.4 秒で、設定する応答塑性率を 1.0 、2.0
と 4.0 ととった場合の解析結果を示す。 
建築構造物の弾塑性応答は PGA より PGV と

の相関が高いとの結果を得た。図５に、図４
に示した結果を入力地動とした高加速度強
震地震動の PGV を変数として表記して示す。 
 
(4) 応答低減の評価（その１：一様な入力時
間差を与える場合） 
①建物のモデル化 建物を構成する柱・はり

部材の弾塑性特性に基づく部材モデルによ
り構築される架構を解析対象とする（図６）。
スパン数は 6、スパン長は 8m であり、建物桁
行方向の架構長さは 48 m である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)系の設定する応答塑性率=1.0 の場合． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)系の設定する応答塑性率=2.0 の場合． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c)系の設定する応答塑性率=4.0 の場合． 
図４ 系に設定した弾塑性応答を励起させる
に必要な入力地動の強さ（地動の最大加速度
値と必要入力地動強さ）：系の周期=0.4 秒． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ 系に設定した弾塑性応答を励起させる
に必要な入力地動の強さ（地動の最大速度値
と必要入力地動強さ）：系の周期=0.4 秒；系

の設定する応答塑性率=2.0 の場合． 
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図６ 部材モデル基づく解析架構モデル． 

 通例の耐震設計過程に従い、各構成部材の
断面を決定し、ベースシア係数が 0.4 となる
ようにはり部材強度を定め、柱配筋ははり降
伏が先行するよう断面設計を行った。 
 建物への入力地動は F1 から F7 の基礎部材
下に式（2）に規定される時間差を設けて入
力する（基礎 F1を入力基準点とする）。 
 
      (2) 
 
ここでの解析では、基礎支持点間の入力時間
差 を 0.0秒から 0.030秒までの範囲のパラ
メータとした。時間差 が 0.01 秒の場合、
8.33Hz 周期の地震動成分は架構の両端部で
逆位相となって架構に入力する。 
②検討用の高加速度強震地震動 以下の 2例
の高加速度強震地震動を解析に用いる。
(a)2003 年十勝沖地震（カテゴリーⅠ地震）
による直別記録（EW 成分：PGA=795.0cm/s2; 
PGV=115.5cm/s）；(b)2004 年新潟県中越沖地
震（カテゴリーⅢ地震）による十日町記録（NS
成分：PGA=1727.6cm/s2；PGV=59.0cm/s）。入
力地震動波形の応答スペクトル特性を図７
に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)直別 EW 成分．  (b)十日町 NS 成分． 
図７ 高加速度強震地震動のスペクトル 

特性（加速度応答スペクトル）． 
 
③応答低減の評価 多点の基礎により支持
された架構の入力地動に式(2)で規定される
時間差を設けた場合、建物架構の応答が変動
することが予想される。式(2)中で、 を 0.0
とした場合の同位相入力に対する変動比を、
層間変形について図８に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)直別 EW 成分．  (b)十日町 NS 成分． 
図８ 入力時間差 をパラメータとした 

層間変形応答の変動． 
 
 解析によって得られた結果を、入力地震動

をパラメータとし、時間差 を変数として応
答変動の解析結果を図９にまとめる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)加速度応答.    (b)相対変形応答． 
図９ 入力時間差をパラメータとした 

架構の応答の変動． 
 
 解析結果より、以下の傾向が認められる：
(a)多入力点間での入力時間差が大きくなる
と、加速度・相対変形応答は低減する（同一
入力に比して小さくなる）；(b)この傾向は、
比較的に短周期成分が卓越する(カテゴリー
Ⅲ)の高加速度強震地震動に顕著に認められ
る。本研究の解析ケースにおいては、最も変
動が大きい場合、加速度応答は 0.45 倍、変
位応答は 0.5 倍に低減した。 
 
(5) 建物の応答低減の評価（その２：確率変
数により入力時間差を与える場合） 
①建物のモデル化 解析対象は前項(4)と同
一とする(図６)。地動の入力点 F1から F7に式
（3）に規定される時間差を設ける（本解析
では、架構中央の基礎 F4を基準点とする）。 
 
        (i=1,2,..,7)  (3) 
 
式(3)中、入力時間差 は確率変数により規
定する。本解析では標準偏差σが 0.033 秒（入
力時間差が小）、0.10 秒（大）となる零平均
の正規分布となる確率変数により定める。 
②検討用の高加速度強震地震動 前出の直
別 EW 成分、十日町 NS成分の二波形を用いる。 
③応答低減の評価 解析ケース毎に 20 例の
応答計算を行い、結果について平均と変動係
数により応答変動(低減)を評価する。 
 高加速度強震地震動として、カテゴリーⅠ
地震による直別 EW 成分波形（長周期成分が
卓越）とカテゴリーⅢ地震による十日町 NS
成分波形（短周期成分が卓越）を用い、入力
時間差を小さくとったケース（σ=0.033 秒）
と大きくとったケース（σ=0.10 秒）につい
て架構基準点（図６中の Frame Node Point）
に算定される変形を評価量にとり応答変動
を解析した結果（応答比）を、系を弾性とし
た場合について図１０に、弾塑性とした場合
について図１１に示す。 
応答比の確率量（平均 と変動係数 cov）は、

以下の値として算定される：系が弾性で、入
力時間差が小さいケースの直別 EW 成分入力
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時＝0.92 と 0.048；十日町 NS 成分入力時＝
0.89 と 0.065；入力時間差が大きいケースの
直別入力時＝0.54 と 0.27；十日町入力時＝
0.59 と 0.37；系が弾塑性で、入力時間差が
小さいケース(入力地震動は十日町 NS 成分)
＝0.90 と 0.041；入力時間差が大きいケース
＝0.83 と 0.12 が得られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10 架構代表点変形の応答比：系＝弾性. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 11 架構代表点変形の応答比（時間差入力
をσ=0.033 秒とσ=0.10 秒より定めた場
合）：系＝弾塑性；入力地動＝十日町 NS 成分. 
 
 (6) 成果のまとめ 
 本研究で得られた主要な成果は、以下にと
りまとめられる：①高加速度強震地震動は陸
域の活断層による地殻内地震により生成さ
れる事例が多い；②高加速度強震地震動は短
周期域に卓越成分を有し、地動の最大速度値
は大きな値をとらない；③建築構造物の弾塑
性応答は地動の最大速度と高い相関性を有
する。地動の最大加速度との相関は低い；④
建築構造物の多点支持点間に入力する地動
に時間差を与えると、構造物の応答は低減す
る；⑤入力時間差を大きく設定すると、応答
低減効果は大きくなる；⑥構造物に弾塑性応

答状態を設定すると、入力時間差による応答
低減効果は小さくなる傾向が認められる。 
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